
平成 29年レ)第 63号伊方原発 3号機運転差止仮処分命令申立 (第 1事件,第 2事

件)却下決定に対する即時抗告事件 (原審・広島地方裁判所平成 28年 (ヨ )第 38号 ,

同年(ヨ )第 109号 )

1 原決定を次のとおり変更する。

(1)相手方は,平成 30年 9月 30日 まで,愛媛県西宇和郡伊方町九町字

コチワキ 3番耕地 40番地の 3において,伊方発電所 3号機の原子炉を

運転してはならない。

(21 抗告人らのその余の申立てをいずれも却下する。

2 手続費用は,原審及び当審を通じ,各 自の負担とする。

理 由 の 要 旨

事案の概要

(1)本件は,四 国電力伊方原発 3号機 (伊方原発)のおよそ 1 0 0km圏 内 (広島

市,松山市)に居住する住民 (抗告人ら)が ,四 国電力 (相手方)に対し,伊

方原発の安全性に欠けるところがあるとして,人格権に基づき,伊方原発の運

転差止めを命じる仮処分を申し立てた事案である。

12)本件の争点は,①司法審査の在り方,②新規制基準の合理性に関する総論 ,

③新規制基準の合理性に関する各論として,⑦基準地震動策定の合理性,④耐

震設計における重要度分類の合理性,0使用済燃料ピット等に係る安全性,O

地すべりと液状化現象による危険性,②制御棒挿入に係る危険性,②基準津波

策定の合理性,①火山事象の影響による危険性,②シビアアクシデント対策の

合理性,②テロ対策の合理性,④保全の必要性,⑤担保金の額である。

13)原審は,原子力発電所の安全性審査に関する新規制基準は合理的であり,伊

方原発が新規制基準に適合するとの原子力規制委員会の判断も合理的であるか

ら,抗告人らの申立ては被保全権利の立証 (疎明)を欠くなどとして,申 立て
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を却下 した (原決定)と ころ,抗告人 らが即時抗告 した。

2 司法審査の在 り方 (決定175頁～ 184頁 )

(1)抗告人 ら住所地 と伊方原発 との距離 (広島市居住者につき約 1 0 0km,松 山

市居住者につき約 6 0km)に照 らす と,抗告人 らは,伊方原発の安全性の欠如

に起因 して生 じる放射性物質が周辺の環境に放出されるような事故によってそ

の生命身体に直接的かつ重大な被害を受ける地域に居住する者ないし被害の及

ぶ蓋然性が想定できる地域に居住する者 といえる。

12)こ のような場合には,伊方原発の設置運転の主体である四国電力において ,

伊方原発の設置運転によつて放射性物質が周辺環境に放出され,その放射線被

曝により抗告人 らがその生命身体に直接的かつ重大な被害を受ける具体的危険

が存在 しないことについて,相 当の根拠資料に基づき主張立証 (疎明)す る必

要があり,四 国電力がこの主張立証 (疎明)を尽 くさない場合には,具体的危

険の存在が事実上推定されると解すべきである。

13)も っとも,四 国電力は,原子力規制委員会から,伊方原発が新規制基準に適

合するとして原子炉設置変更許可を受けている。そ して,原子力発電所の安全

性審査の基礎 となる基準の策定及びその基準への適合性の審査は,多方面にわ

たる極めて高度な最新の科学的専門技術的知見に基づ く総合的判断が必要 とさ

れるものであ り,原子炉等規制法は,基準の策定について,原子力利用におけ

る安全の確保に関する各専門分野の学識経験者等を擁する原子力規制委員会の

科学的専門技術的知見に基づ く合理的な判断に委ねる趣 旨と解 される。

このような観点からすると,四 国電力は,前記 121の 主張立証 (疎明)に代え ,

新規制基準に不合理な点のないこと及び伊方原発が新規制基準に適合するとし

た原子力規制委員会の判断に不合理な点がないことを相当の根拠資料に基づき

主張立証 (疎明)す ることができると解すべきである。

3 火山事象の影響による危険性以外の争点 (決定 184頁～349頁 ,367頁～398頁 )

火山事象の影響による危険性以外の争点 (前記 1(a②③⑦ない し②,②及び② )
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については,新規制基準は合理的であり,伊方原発が新規制基準に適合するとし

た原子力規制委員会の判断も合理的であると認められる。

4 火山事象の影響による危険性 (決定349頁～367頁 )

(1)原子力発電所の立地評価 (設計対応不可能な火山事象が原子力発電所の運用

期間中に影響を及ぼす可能性の評価)につき,火 山ガイ ド (原子力規制委員会

が策定 した安全性審査の内規)は ,以下のとお り定めている。

① 原子力発電所から半径 1 6 0kmの 範囲の領域 (地理的領域)に位置 し,将

来の活動可能性がある火山について,原子力発電所運用期間中 (原則 40年 )

の火山の活動可能性が十分小 さいかどうかを判断する。

② ①の火山の活動可能性が十分小 さいと判断できない場合は,原子力発電所

運用期間中 (原則 40年 )に発生する噴火規模を推定する。

③ ②の噴火規模を推定できない場合は,当該火山の過去最大の噴火規模を想

定 し,設計対応不可能な火山事象 (火砕流)が原子力発電所に到達する可能

性が十分小 さいかどうかを評価する。

④ ③の火砕流が原子力発電所に到達する可能性が十分小 さいと評価できない

場合は,原子力発電所の立地は不適 とな り,当該敷地に原子力発電所を立地

することは認められない。

9)本件では,伊方原発の地理的領域に位置し将来の活動可能性のある火山であ

る阿蘇カルデラ (伊方原発から約 1 3 0km)について,現在の火山学の知見で

は,伊方原発の運用期間中に①の火山の活動可能性が十分小さいと判断するこ

とはできず,②の噴火規模を推定することもできないから,③により阿蘇カル

デラの過去最大の噴火である阿蘇 4噴火 (約 9万年前)の噴火規模 (火山爆発

指数 〔VEI〕 7)を想定し,火砕流が伊方原発敷地に到達する可能性が十分

小さいかどうかを評価することになる。

しかし,四 国電力が行つた伊方原発敷地周辺の地質調査や火砕流シミュレー

ションからは,阿蘇 4噴火の火砕流が伊方原発敷地に到達した可能性が十分小
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さい と評価することはできないか ら,④により伊方原発の立地は不適であ り,

伊方原発敷地に原子力発電所を立地することは認められない。

椰)原 決定は,VE17以 上の規模の破局的噴火については,そのような規模の

噴火が原子力発電所運用期間中に発生する可能性が相応の根拠をもつて示 され

ない限 り,原子力発電所の安全性確保の上で自然災害 として想定 しなくても ,

安全性に欠けるところはないと判示する。

確かに,現在の火山学の知見では,VE17以 上の破局的噴火の発生頻度は

日本の火山全体で 1万年に 1回程度 とされている一方,仮に阿蘇において同規

模の破局的噴火が起きた場合には,周辺 1 0 0km程度が火砕流のために壊滅状

態にな り,更 に国土の大半が 1 0cm以上の火山灰で覆われるなどと予測 されて

いるところ:わが国においては,こ のようにひ とたび起きると破局的被害 (福

島第一原発事故の被害を遥かに超えた国家存亡の危機)を もたらす一方で,発

生頻度が著 しく小 さい自然災害については,火 山ガイ ドを除きそのような自然

災害を想定 した法規制は行われてお らず,国 もそのような自然災害を想定 した

対策は (火 山活動のモニタ リング以外は)策定 してお らず,に もかかわ らず ,

これに対する目立った国民の不安や疑問も呈されていない現状を見れば,前記

のような発生頻度が著 しく小 さくしかも破局的被害をもたらす噴火によつて生

じるリスクは無視 し得るものとして容認するとい うのが我が国の社会通念では

ないかとの疑いがないではなく,こ のような観点からすると,火 山ガイ ドが立

地評価にい う設計対応不可能な火山事象に,何 らの限定を付すことなく破局的

噴火 (VE17以 上)に よる火砕流を含めていると解することには,少なか ら

ぬ疑間がないではない。

しか し,前述 したとお り,原子炉等規制法は,原子力発電所の安全性審査の

基準の策定について,原子力利用における安全の確保に関する各専門分野の学

識経験者等を擁する原子力規制委員会の科学的専門技術的知見に基づ く合理的

な判断に委ねる趣旨と解 されるから,当裁判所 としては,当裁判所の考える社
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会通念に関する評価 と,原子力規制委員会が最新の科学的技術的知見に基づき

専門技術的裁量により策定 した火山ガイ ドの立地評価の方法・考え方の一部 と

の間に乖離があることをもつて,原決定のように火山ガイ ドが考慮すべきと定

めた自然災害について原決定判示のような限定解釈をして判断基準の枠組みを

変更することは,原子炉等規制法及びその委任を受けて制定された新規制基準

の趣 旨に反 し,許 されないと考える。

に)な お,火 山ガイ ドが立地評価の次に評価すべきと定める影響評価 (設計対応

可能な火山事象が原子力発電所の運用期間中に影響を及ぼす可能性の評価)に

っいても,現在の火山学の知見を前提 とすると,伊方原発の運用期間中に阿蘇

においてVE16(噴 出体積 10耐以上)以上の噴火が生 じる可能性が十分小

さいと評価することはできないところ,VE16の 噴火の最小の噴火規模を前

提 としても,噴出量は,四 国電力が想定 した九重第一軽石の噴出量 (6.2面 )

の約 2倍近 くになるか ら,伊方原発か らみて阿蘇カルデラ (伊方原発から約 1

3 0km)が九重山 (伊方原発から約 1 0 8km)よ りやや遠方に位置 しているこ

とを考慮 しても,四 国電力による降下火砕物の層厚の想定 (1 5 clll)は過少で

あり,これを前提 として算定された大気中濃度の想定 (約 3.lg/ポ )も 過

小であると認められる。

5 結論 (決定398頁 ～399頁)     ・

(1)以上によれば,火 山事象の影響による危険性について,伊方原発が新規制基

準に適合するとした原子力規制委員会の判断は不合理であ り,抗告人 らの生命

身体に対する具体的危険の存在が事実上推定 されるから,抗告人 らの申立ては ,

被保全権利の立証 (疎明)が なされたといえる。

9)伊方原発は,現在稼働中であるから,差止めの必要性 (保全の必要性)も認

められる。

もつとも,本件は,証拠調べの手続に制約のある仮処分であり,火山事象の

影響による危険性の評価について,現在係属中の本案訴訟 (広島地方裁判所平
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成 28年 171第 289号 ,第 902号 )において,証拠調べの結果,本案裁判所

が当裁判所と異なる判断をする可能性もあること等の事情を考慮し,四 国電力

に運転停止を命じる期間は,平成 30年 9月 30日 までと定めることとする。

(3 担保金の額については,事案の性質に鑑み,担保を付さないこととする。

に)よ つて,以上と異なる原決定を変更し,主文のとおり決定する。
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